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平成27年度は、複数町内会（ブッロク単位）での自主防組織結成を支援するため、11組織において防災資機材の整備を行なった。
室田地区及び金山谷地区で孤立集落における防災資機材の整備を実施した。
本江地区及び道下地区、村木地区の自主防災組織が県及び市の補助事業を活用し地震・津波の避難訓練や避難所開設訓練を実施した。
平成24年度より防災士の養成事業に取り組んでおり、平成28年度において１名の防災士を養成した。
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自主防災組織及び市民を対象とすることで妥当である。
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12-２　地域防災力の向上
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市民（対象の窓口は、各地区の自主防災組織、複数町内会（ブッロク単位）で組織する自主防災組織または、町内会で組織する自主防災組織。）
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隣近所との協力体制を整えている

総務課防災啓発事業（自主防災組織育成・支援事業）
防災啓発事業
自治事務
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指　標　名

導入予定なし

富山県地域防災力向上事業（補助事業）を活用し、防災用の資機材を整備することで、自主防災組織の活動を支援して
いくもの。
・自主防災組織資機材整備事業・津波対策資機材整備事業(平成26年度で終了）・浸水対策資機材整備事業(平成25年度
で終了）・地震・津波避難訓練モデル事業

実績
28年度

地区（校下）自主防災組織の活動を活性化し、小単位（ブロック単位）での自主防結成を促進し、かつ日頃から地域で協力し合う活動を通
じて、お互いに顔の見える関係を作り上げることで、災害に対する事前の備えがある地域社会づくりとなるようにする。

町内会単位の自主防結成を基準としていたものを、複数町内会で結成する自主防にも資機材整備をすることとした。
また、地区（校下）自主防連絡会議を立ち上げ自主防活動の活性化を図ることとした
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　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保
12　防災体制の整備
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災害に備えて、地域の協力体制を整えるため、資機材整備に補
助を行い自主防災組織の育成強化を図っている。
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資機材整備済の地区（校下)自主防災組織
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地域防災力の向上のため、自主防災組織の共助の活動が必要不
可欠である。

２ 普通 県の補助事業を活用しており、適正な事業費である。

１ 適正である
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不要計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価 　

公助の中心的な役割を担う、自主防災組織の育成強化は適当で
ある。

県の補助事業は、県２分の１、市２分の１となっている。
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600

4,000
1,062,000

2
1,062,000


